
１ 地方分権の推進について 

～地方分権改革の推進等に関する国等の動向 

（１） 地方分権改革推進委員会 

「新分権一括法」の制定に向け、政府に対し勧告を行うため、地方分権改革

推進法に基づき、内閣府に設置。 

【活動状況】 

20年5月30日に、第1次勧告を内閣総理大臣に提出。 

≪第 1 次勧告の主な内容≫ 

・国と地方の役割分担の基本的な考え方 

・重点行政分野の抜本的見直し 

・基礎自治体への権限移譲と自由度の拡大 

・現下の重要二課題について 

・第2次勧告に向けた検討課題 

＜参考資料1：地方分権改革推進委員会 第１次勧告（概要・本文）＞ 
＜参考資料2：地方分権改革推進委員会「第１次勧告」にかかる横浜市長コメント＞ 

※政府は、第1次勧告に対する対処方針である「地方分権改革推進要綱」

を、6月20日開催の地方分権改革推進本部において決定。その内容を

「経済財政改革の基本方針2008（骨太方針2008）」に反映予定。 

＜参考資料3：地方分権改革推進要綱＞ 

【今後の活動予定】 主に報道記事から 

20年7月 中間報告（法制的な仕組みの見直しや、国の出先機関の見直しなど

を予定） 
20年11月頃 第2次勧告（法制的な仕組みの見直しや、国の出先機関の見直しな

どを予定） 
21年3月頃 第3次勧告（地方税財政改革や、大都市制度のあり方を含む行政体

制の改革などを予定） 
21年度中 政府が新分権一括法案を国会提出 

（２） 国の制度及び予算に関する提案・要望（本市独自要望） 

実施日 提案・要望者 提案・要望行動先 

阿部副市長 総務省 6月18日 

金田副市長 内閣府（地方分権改革推進委員会事務局） 

6月23日 中田市長 総務大臣 

≪提案・要望項目≫ 
「地方分権改革の確実な実現と指定都市への分権の推進」 
「大都市の役割に相応しい新たな大都市制度の創設」 

＜参考資料4：国の制度及び予算に関する提案・要望（抜粋）＞ 
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大都市の役割に相応しい新たな大都市制度の創設  

（内閣府・総務省） 

（提案・要望項目） 

広域自治体から独立した新たな大都市制度の創設 

（理由・考え方） 

・ 横浜市をはじめとする大都市は、人口や経済・産業活動、多様な機能が

著しく集積し、国土全体の重要な結節点として国の骨格を形成している

とともに、経済的な活力や新しい価値の創造の源として国全体を牽引し、

わが国の国際競争力を支えている。 

・ 大都市がその能力を存分に発揮し、さらに質の高い都市経営を推進

することは、大都市市民の満足度の向上だけでなく、国全体の発展に

とっても多大な貢献をもたらすと言える。 

・ そのような大都市であっても、現行の地方自治制度においては、基本

的に一般市と同じ枠組みの中で、一部特例的な扱いがされているに

過ぎない。 

・ 大都市の役割に比べ不十分な税財源措置、依然として多く残る国や

道府県の関与など制度的な限界のために、大都市が有する高い行財政

能力が存分に発揮できていない。 

・ 国においても、現在、地方分権改革推進委員会や第２９次地方制度

調査会において、大都市制度のあり方が検討項目の一つに挙げられて

いるが、現在までのところ、実質的な審議はなされていない。 

 

◆大都市が果たしている役割の重要性に鑑み、大都市がさらにその

能力を存分に発揮できるよう、広域自治体から独立した新たな

大都市制度を創設すること。 

 

 

提案・要望の担当／都市経営局調査・広域行政課大都市制度担当課長    橘田  誠 ℡ 045-671-4323
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